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３．独法減損基準第３「減損の兆候」２(1)の業務の実績に基づく減損の兆候の判断に実務上の問題があ
れば、その内容を御教示ください。 
業務の実績に基づく減損の兆候の判断について、過去に 1度減損を認識したもので、減額をして
いない場合に、業務の実績の比較対象として、「過去に減損を認識した時点」と比べればいいの
か、それとも「取得した時点」のいずれで判断すればよいのか。 
事業と完全に連動した資産であれば、減損しなければならない資産の判定は容易であるが、研究
機関の資産において、減損の兆候の判断自体がむずかしい。 
「減損の兆候」2(2)との違いが不明瞭に感じる。 
業務の実績の著しい低下について、特に研究開発法人においては定量的判断が困難。 

 
４．独法減損基準第３「減損の兆候」２(2)の使用可能性に基づく減損の兆候の判断に実務上の問題があ

れば、その内容を御教示ください。 
使用可能性に基づく減損の兆候の判断について、過去に 1度使用率の低下により減損を認識した
もので、減額をしていない場合において、使用率の低下の判断は、「取得時の使用可能性」と比
べるのか、それとも「1度減損を認識した時点の使用可能性」のいずれで判断すればよいのか。 
 当該資産の使用可能性の著しい低下について、当該資産の取得時に想定した使用可能性を基

準（現物出資時又は承継時）として判断するとあるが、取得時の使用可能性の判断が不明で
あった場合、現時点での使用可能性で判断して問題無いか。 

 Ｑ減損３－２の固定資産が使用されている範囲又は方法の具体的な事案として 2)固定資産が
遊休状態になっていること、3)固定資産の稼働率が著しく低下した状態が続いていることが
挙げられているが、どの程度の期間遊休状態となっていることを指すのか、また、稼働率の
著しい低下がどの程度続いていることを指すのかについて具体的な判断基準はあるのか。 

 当該資産を当初の用途とは異なる用途に転用（用途変更）する場合の適用条項について、当
該条項「固定資産が使用されている範囲又は方法について、当該資産の使用可能性を著しく
低下させる変化が生じたか、あるいは、生じる見込みであること。」で減損兆候の判断をす
ることになるのか。一方で、減損基準第３「減損の兆候」２(5)において、使用しない決定
を行った場合に減損の兆候に該当し、「注５」において、使用しない決定は用途変更の決定
を含む旨が明記されており、用途変更の場合には、どちらの条項で減損兆候の判断をすれば
いいのか。また、上記に係る兆候を判定する際に具体的な算定基準はあるのか？ 

減損の兆候自体の判定がむずかしい。また、仮に減損するとなった場合の計算においても一定の
公式があるわけではないので、どこまでの額を減損するか時間を要する。 
「減損の兆候」2(1)との違いが不明瞭に感じる。 
『固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解』注３には「当該資産の使用可能性の著しい
低下については、当該資産の取得時に想定した使用可能性を基準として判断する。」とあるが、
耐用年数等が長期にわたる固定資産については使用目的の達成後に他の用途に転用されることも
想定されることから、使用可能性の基準を「資産の取得時」とするのは必ずしも適当ではないの
ではないか。 

 








